
庁 議
日 時： ４月１８日（金）AＭ９：００ ＜庁議室＞

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【市長挨拶】

【報告事項】

1. 太田市市税条例の一部を改正する条例及び太田市都市計画税条例の 総務部長

一部を改正する条例についての専決処分について

2. 太田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例についての専決処 健康医療部長

分について

3. 損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について 教育部長

【連絡事項】

1. 令和７年度「県選出等国会議員への要望」について 企画部長

2. 令和８年４月１日付採用に係る職員採用試験の実施について 企画部長

3. 令和７年度公共下水道の供用開始について 都市政策部長

4. 市議会ハラスメント相談窓口の設置について 議会事務局長

【その他】

1. ５月臨時会及び６月定例会日程表について 議会事務局長

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

◆次回庁議予定◆ ５月２日（金）AＭ９:００～ ＜庁議室＞ ・案件名報告：４月２１日（月）PM5:00
・資 料 提 出：４月２４日（木）PM5:00



  ４月１８日  庁議提出案件           資料No.１    
●内 容 【 2.報告事項  】 

○公 開 【 1.可     】 

○公開時期【 1.庁議後   】 

 

              総務部長 氏名 前原 郁   内線（TEL）2300  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市市税条例の一部を改正する条例及び太田市都市計画税条例の一部を改正する条例に

ついての専決処分について 

 

【 目 的 】 

地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第７ 

 号）が令和７年３月３１日に公布され、令和７年４月１日から施行されることに伴い、条例 

 の一部改正が必要になったため、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、太田市市税 

 条例の一部を改正する条例及び太田市都市計画税条例の一部を改正する条例について専決処 

 分を行ったものです。 

 

【 概 要 】 

Ⅰ 太田市市税条例の一部を改正する条例 

１  市民税関係 

市民税の申告に係る規定の整備（第３６条の２） 

      引用する「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法 

       律」（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）第２条の改正により生じ

た項ずれを反映するものです。 

２  軽自動車税関係 

(1)  軽自動車税種別割の二輪車の車両区分の見直しに伴う税率区分の新設等      

（第８２条・第８９条） 

大気環境保護と国際基準調和の観点から令和７年１１月以降に適用される新たな排 

       ガス規制に対応するため、総排気量１２５㏄以下で最高出力を現行の５０㏄原動機付

自転車と同等レベルの４.０㎾以下に制御した二輪車を「新基準原付バイク」として、

新たに区分を設け、税率を現行５０㏄原動機付自転車と同額の２，０００円とするも

のです。また、これに伴い種別割の減免に係る規定を整備するものです。 

(2) 道路交通法の改正に伴う規定の見直し（第９０条） 

       令和７年３月２４日から「免許情報記録個人番号カード」（以下「マイナ運転免 

証」という。）の運用が開始されるにあたり、身体障害者等を対象とする種別割の減 

免について、減免を受けるために提示する従来の運転免許証に加えて、「マイナ運転 

免許証」の提示に対応する規定を設けるもので、「マイナ運転免許証」となるマイナ 

ンバーカードから免許情報の記録の有無や免許の状態を直接確認することができない 

ため、これらの情報を確認するための必要な措置を受けなければならない旨の規定を 

新設する改正です。 



３  固定資産税関係 

(1) 課税標準の特例（附則第１０条の２） 

引用する地方税法附則第１５条の改正（福島復興再生特別措置法に規定する帰還・ 

       移住等環境整備推進法人が整備した対象特定公共施設等の用に供する土地等に係る 

       課税標準の特例措置（第３３項）の廃止。以下同じ。）により生じた項ずれを反映す 

       るものです。 

 

(2) 長寿命化に資する大規模の修繕等が行われたマンションに対する固定資産税の減額 

      に係る申告（附則第１０条の３） 

      引用する地方税法附則第１５条の９の３の改正により、マンション管理組合の管理 

       者等から必要書類の提出があり、要件に該当すると認められるときは、区分所有者か 

       らの提出がなくても、固定資産税の減額措置の適用を受けることができることとする 

       条文を新設するとともに、これにより生じた項ずれを反映するものです。 

 

Ⅱ 太田市都市計画税条例の一部を改正する条例 

１  都市計画税関係 

(1)  課税標準の特例（附則第５項、第６項及び第１７項）  

引用する地方税法附則第１５条の改正により生じた項ずれを反映するものです。 

(2) 改修実演芸術公演施設に対する都市計画税の減額に係る申告（附則第７項） 

提出する申告書に記載すべき事項に、番号法の改正を反映するものです。 

 

Ⅲ その他 

令和７年５月臨時会に議案を提出します。 

 

 

＊ 問い合わせ先      総務部 市民税課 市民税課諸税係   内線2391 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ47-1931 

資産税課 管理・償却資産係  内線2361 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ47-1933 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４月１８日 庁議提出案件 資料No.２
●内 容 【 2.報告事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 3.その他（臨時会終了後） 】

健康医療部長 氏名 大沢 英利 内線 3400

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例についての専決処分について

【 目 的 】

地方税法施行令及び国有資産等所在市町村交付金法施行令の一部を改正する政令（令和７

年政令第１１９号）が令和７年３月３１日に公布され、令和７年４月１日に施行されること

に伴い、太田市国民健康保険税条例の関係条文について、地方自治法第１７９条第１項の規

定により専決処分を行ったものです。

【 概 要 】

１．改正内容

①国民健康保険税課税限度額の引き上げ（第３条第２項及び第３項、第２８条第１項の改正）

基礎課税額に係る課税限度額を６６万円（現行６５万円）に引き上げ、後期高齢者支援金

等課税額に係る課税限度額を２６万円（現行２４万円）に引き上げ、国民健康保険税課税額

の限度額を１０９万円（現行１０６万円）とするものです。なお、介護納付金課税額の限度

額１７万円は、据え置きです。

②国民健康保険税の減額対象となる所得基準の見直し（第２８条第１項第２号、同第３号の

改正）

国民健康保険税の減額の基準について、５割減額の対象となる所得の算定において、被保

険者の数に乗ずべき金額を３０万５，０００円（現行２９万５，０００円）に、２割減額の

対象となる所得の算定において、被保険者の数に乗ずべき金額を５６万円（現行５４万５，

０００円）にそれぞれ引き上げるものです。

２．施行期日 令和７年４月１日

３．適用区分 改正後の太田市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以後の年度分の国民

健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例

による。

４．その他 ５月臨時会に議案を提出します。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 健康医療部 国民健康保険課 保険係 内線2565 47-1825 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ



４月１８日 庁議提出案件 資料No.３
●内 容 【 2.報告事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

教育部長 氏名 長谷川 晋一 （TEL）20-7080

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について

【 目 的 】

太田市立南小学校で発生した事故に関し、損害賠償の額を定め、和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分したことを

報告するものです。

【 概 要 】

１ 学校施設の瑕疵等により発生した事故による損害賠償表

２ 本件に関し、市と相手方との間には、上表に記載のほか、一切の債権債務関係がないこと

を相互に確認しました。

３ 損害賠償の支払い 損害保険ジャパン株式会社の全国市長会学校災害賠償補償保険にて対

応しました。

４ その他 地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和７年５月委員会協議会あて

に報告します。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 教育部 学校施設管理課 財務係 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 20-7081

専決処分日
損害賠償額

（損害額）

過失

割合
事故概要

1 令和7年3月25日
93,910円

（93,910円）
10割

令和７年２月１３日、太田市立南

小学校敷地内駐車場において、近

くにある校舎北物置の屋根の一部

が風で飛び、停めてあった相手方

が所有する乗用車に衝突し、当該

車両の左側面を損傷させたことに

より、相手方に損害を与えたもの

です。



４月１８日 庁議提出案件 資料No.１
●内 容 【 3.連絡事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 1.庁議後 】

企画部長 氏名 中村 友精 内線 ２２００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

令和７年度「県選出等国会議員への要望」について

【 目 的 】

群馬県市長会が毎年６月に本県選出等の国会議員へ提出する「要望事項」について、本市

からの要望を報告するものです。

【 概 要 】

１ 太田市の要望

（１）要望件数 ７件

（２）要望事項 裏面のとおり

２ 今後の予定

令和７年６月４日（水）に開催予定の「本県選出等の国会議員との朝食会」の際に提出。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 企画部 企画政策課 企画政策係 内線２２９３ 47-1892 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ



令和７年度「県選出等国会議員への要望」

項目

番号
所管部課名 項目名 要望概要

１ 福祉こども部 こども課

教育・保育施設等における

園外活動用自動車に対す

る安全装置の装備への支

援

教育・保育施設等における園外活動用自動車

に対する安全装置の装備への支援について

要望する。

２ 農政部 農業政策課
地域計画変更の処理手順

の簡素化

地域計画の変更手続きの内、農業振興地域か

らの除外や農地転用許可についても事後の変

更とすることを要望する。

地域計画内の営農型太陽光設置や更新につい

て、地域計画の達成に支障を及ぼす恐れがな

いと判断出来た場合は合意として農地転用許

可を行えるように変更することを要望する。

３ 都市政策部 都市計画課

都市構造再編集中支援事

業補助金予算の継続的且

つ確実な確保

都市構造再編集中支援事業補助金について、

円滑な事業推進を図るためには、事業計画に

基づく国庫補助金の確実な措置が必要不可

欠である。各事業の着実な完成を図るため、

事業計画に即した国庫補助金の予算措置を

強く要望する。

４ 都市政策部 建築住宅課 入居収入基準の引き上げ
公営住宅法施行令第6条第2項に規定する入

居収入基準（158,000円）の引き上げを要望

する。

５ 都市政策部 道路保全課
橋りょう等の道路構造物

の老朽化対策

地方自治体が管理する道路や橋りょう等の道

路構造物の老朽化に対し、今後長期にわたり

安全性及び健全性を維持していくための財政

負担は、年々増加し続けていることから、老

朽化対策に要する調査費及び修繕費等につい

て、今まで以上の財政措置を講ずることを要

望する。

６ 教育部
学校施設管理

課

学校施設環境改善交付金

の事業費の上限額の引き

上げ

学校施設環境改善交付金における、長寿命化

改良事業（予防改修事業）の上限額1億円及び

大規模改造（質的整備）のトイレ改修等の上

限額7000万円について、交付金算定の上限額

の引き上げを要望する。

７ 教育部 学校教育課

義務教育諸学校の教職員

定数の改善等と、帰国・

外国人児童生徒受入促進

事業補助金（現状の金額）

の継続

教職員が心と体にゆとりをもって子どもた

ちと向き合う時間を十分に確保できるよう、

教職員定数の改善と、教職員の増員を要望す

る。また、帰国・外国人児童生徒受入促進事

業補助金の継続についても要望する。



４月１８日 庁議提出案件 資料No.２
●内 容 【 3.連絡事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 3.その他（人事課ホームページ公開日（5月1日）以後） 】

企画部長 中村 友精 内線２２００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

令和８年４月１日付採用に係る職員採用試験の実施について

【 目 的 】

長期的な採用計画を踏まえつつ、本年度において見込まれる退職者数、行政需要への対応

及び専門職の充実などを総合的に勘案し、有為な人材を確保するため、太田市職員採用規則

等に基づき実施するものです。

【 概 要 】

１ 採用予定の職種及び人員

２ 試験実施日程等

３ 周知方法

ホームページ及び公式ラインにて周知するほか、５月１日号の広報おおたに記事を掲載し

ます。

職 種 区 分 人 数

行政職

一般事務(大学卒) ２６人程度

一般事務 文化スポーツ(大学卒) ２人程度

建築事務(大学卒) 若干名

機械事務(大学卒) 若干名

土木事務(大学卒) 若干名

保健事務(大学卒） 若干名

一般事務(高校卒業程度) ２人程度

一般事務(障がい者) 若干名

技能労務職
土木作業 若干名

自動車運転手 若干名

区 分 第１次試験 第２次試験 第３次試験 第４次試験 合格発表

一般、文化スポーツ、建築、

機械、土木、保健（大卒）
６月８日(日) ７月上旬 ８月上旬 ９月中旬 ９月下旬

一般事務

(高卒程度・障がい者) ９月２１日

(日)
１０月中旬 １１月中旬 － １１月下旬

一般、建築、機械、土木、

保健（大卒）２回目募集

技能労務職

(土木作業、自動車運転手)
９月中旬 １０月中旬 － － １０月下旬



４ その他

今年度の試験の特色として、近年応募者が減少している職種（大卒の事務、建築、機械、

土木、保健）について、６月と９月の２回試験を実施することで、より多くの方に採用試験

を受験してもらえるようにします。なお、採用予定人数については、６月と９月の試験の合

計数となります。

【 備 考 】

問い合わせ先 企画部 人事課 労政係 内線２２３２ ４７－１８１０ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ



４月 １８日 庁議提出案件 資料No.３
●内 容 【 3.連絡事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 1.庁議後 】

都市政策部長 氏名 田村 克弘 内線 ２８００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

令和７年度公共下水道の供用開始について

【 目 的 】

現在、整備を推進している公共下水道について、飯塚町ほか２８地区の各一部の区

域を新たに整備したことから、下水道の供用を開始し、区域内の生活環境の改善

及び公共用水域の水質保全を図るものであります。

【 概 要 】

１．供用開始年月日 令和７年５月１日

２．供用開始区域の概要

３．排除方式 分流式

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 都市政策部 下水道課 維持係 内線２６７３ ４７－１９２１

処理区 供用開始区域 面積（ha）

中央第二

処 理 区

飯塚町・東矢島町・東別所町・内ケ島町・福沢町・富沢町・

牛沢町・古戸町・岩瀬川町・下浜田町・東矢島土地区画整

理事業・大島町・藤阿久町の各一部

12.1ha

流域西邑楽

処 理 区
内ケ島町・石原町・東長岡町・龍舞町の各一部 2.5ha

流域新田

処 理 区

細谷町・由良町・尾島町・亀岡町・安養寺町・粕川町・尾

島東部土地区画整理事業地内・新田木崎町・新田金井町・

藪塚町・大原町の各一部

3.7ha

流域佐波

処 理 区
世良田町の一部 1.4ha

合計 19.7ha



　４月１８日　庁議提出案件　　　　　　　　　　　資料No. ４   
●内　容　【　3.連絡事項　】 
○公　開　【　1.可　】 
○公開時期【　1.庁議後　】 
 

　　　　　　　　　　　　　　 議会事務局長　氏名　瀬古　茂雄　内線（TEL）2100　 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

　　市議会ハラスメント相談窓口の設置について 

 

 

【 目 的 】 

　　令和７年４月１日より太田市議会ハラスメント防止条例が施行されたことに伴い、市議会

ハラスメント相談窓口を設置したことについて、周知を図るものです。 

 

 

【 概 要 】 

　　１　設置場所　　議会事務局内 

 

　　２　適用範囲　　議員間及び議員と職員等との間で生じたハラスメント及びハラスメント

に起因する問題について適用 

 

　　３　相 談 員　　議会事務局長 

 

　　４　相談方法　　対面、電話、書面、電子メール 

 

　　５　電話番号　　０２７６－４７－１８０２（直通） 

　　　　　　　　　　※相談員（議会事務局長）直通のため、他の事務局職員は応答しません。 

 

　　６　電子メール　g-soudan@mx.city.ota.gunma.jp（相談専用） 

※相談員（議会事務局長）のみ閲覧可能です。 

 

 

 

 

【 備 考 】 

 

＊　問い合わせ先　議会事務局　議会総務課　総務係　内線2122　47-1806　ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ


